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ＣＯ２固定化・有効利用分野（導入シナリオ）
2010 2015 2020～
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京都議定書/
　京都議定書目標達成計画 将来枠組み（ポスト京都）

科学技術基本計画／
地球温暖化研究ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ

影響評価・安全評価体系確立

安全実証と社会受容形成

適用性総合評価

実適用の検討

　■海洋隔離

■ＣＳＬＦ　　国際的な情報共有等
　★ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ作成と国際共同研究推進
　★法規制に関する共通認識形成
　★ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰによる認知

■ＩＥＡ　　国際的に協調
した取り組みの推進

　■分離・回収技術

CO2地中挙動の科学的理解

地中挙動ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝとﾏｯﾁﾝｸﾞ

影響評価・安全性評価手法の開発

国内貯留層賦存量調査と評価

CO2の海洋拡散・生物影響の科学的理解

拡散ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ実験によるﾏｯﾁﾝｸﾞ

生物影響モデルと実験によるマッチング

影響評価・安全評価手法開発

関連法体系等の確立

■ロンドン条約　　・海域地中貯留技術の国際法上合意形成
★９６年議定書　　　　　　　　・海洋隔離の合意形成ﾍﾞｰｽ構築

CO2固定化・有効利用に資する新技術の探索

できるところから順次適用
→適用量の拡大

■大規模植林
吸収量増大（植物固定量の増大、植林面積拡大）

植林インセンティブの増大（産業利用拡大、革新的バイオマス利用技術開発）

遺伝子組み替え手法の安全実証と
社会受容形成

・二酸化炭素隔離特別報告書（温暖化防止対策としての科学的知見の集積）
・インベントリガイドライン改定（隔離による二酸化炭素削減量算出方法の確立）
・第４次評価報告書（温暖化防止対策としての位置づけ）

・リスク評価技術の標準化

既存技術の適用
低コスト技術の開発



ＣＯ２固定化・有効利用分野（技術マップ①）
技術の概要および評価（１）

大分類 中分類

溶解希釈（固定式）

大規模排出源から分離回収され
たCO2（液相）を陸上から海底ﾊﾟｲ
ﾌﾟﾗｲﾝにより中層へ輸送し注入溶
解する。

基礎研究

溶解希釈（移動式）

大規模排出源から分離回収され
たCO2（液相）をﾀﾝｶｰにより輸送し
移動しながら中深層に注入し、希
釈する。

基礎研究

深海底貯留隔離

大規模排出源から分離回収され
たCO2（液相）をﾀﾝｶｰにより輸送し
３０００ｍ以深の海底に投下し、貯
留する。

基礎研究

帯水層貯留
分離回収したCO2（液相/ガス相）
をﾀﾝｶｰ/ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝにより輸送し帯
水層に圧入し貯留する。

実証研究

炭層固定
分離回収したCO2を炭層に圧入
し、メタンの回収を促進するととも
に、CO2を吸着貯留する。

基礎研究
～実証研究

石油・ガス増進回収
CO2を油・ｶﾞｽ層に圧入し石油・天
然ｶﾞｽの回収率を向上させるととも
にCO2を貯留する。

実証研究
～実用化中

枯渇油・ガス層貯留
分離回収したCO2を枯渇した油・ｶﾞ
ｽ層に圧入し貯留する。

実証研究

その他の貯留新技術
蛇紋岩体への固定

分離回収したCO2を蛇紋岩体の間
隙に注入し生成鉱物により固定す
るとともにシールを形成し貯留。

基礎研究

その他の貯留新技術
高温岩体への固定

分離回収したCO2を高温岩体（地
熱地帯）に注入し、生成鉱物により
シールを形成し貯留。

基礎研究

その他の貯留新技術
海底下ハイドレート貯
留

分離回収したCO2（液相）を深海底
下の砂層に注入しハイドレートに
よるシールを形成し貯留。

基礎研究

その他の貯留新技術
地中メタン変換

地中に貯留したCO2を地中メタン
生成菌を用いてメタンに変換す
る。

基礎研究

・天然におけるメタン生成および地中
　微生物についての科学的知見の集
　積段階にあり、削減対策としての
　有効性は不明である。
・貯留したCO2がメタン等に変換でき
　れば、循環使用が可能となるため、
　重要技術となる可能性がある。

大規模発
生源から
のCO2排
出削減

タスクフォースでの
有識者からのコメント

小分類技術名

　　　　　総合評価
◎削減ポテンシャル・コスト
両面から有効な技術群で
導入に向けた取り組みが
進められるべきもの
○削減ポテンシャル・コスト
両面から可能性があり、更
なる検討が進められるべき
もの

技術分類

技術の概要

開発段階
（基礎研究、
実証研究、研
究中断、実用
化中）

・国内の削減ポテンシャルが大きく、
　コストの実現性もある。
・海外での技術適用も期待大である。
・国内外での実証が開始されており、
　環境影響に関する理解、評価手法
　の体系化に関し、国際的な基準作り
　が開始された段階にある。
・今後10年程度で国際的コンセンサ
　ス作りが進むものと考えられ、積極
　的に取り組む必要がある。
・「石油ガス増進回収」や「枯渇油・ガ
　ス増進回収」は国内では量が他方
　式に比べ少ない。技術の大部分は
　「帯水層貯留」と共通である。

◎

・これらの技術はまだ科学的知見の
　集積段階にあり、現状では削減ポ
　テンシャル、コストなどの評価は不
　能であるが、将来の地中貯留可能
　量拡大につながるため、積極的に
　研究が進められるべきである。

隔離

地中貯留

○

◎

・国内の削減ポテンシャルが極めて
　大きく、コストの実現性も高い技術
　である。
・海外での技術適用も期待大である。
・環境影響に関する理解、評価手法
　の体系化が最優先課題である。
・方式としては「移動式」がCO2初期
　希釈効果大、比較的生物の少ない
　中深層領域への投入という面で他
　の技術に比較して優位。

海洋隔離



ＣＯ２固定化・有効利用分野（技術マップ②）
技術の概要および評価（２）

大分類 中分類

プラズマ分解法
CO2をプラズマ照射で分解し
てカーボンとCOを得る。

基礎研究

・自然エネルギー由来の電力使用時に意味
を
　持つ可能性があるが、自然エネルギーの直
接
　利用との有効性比較が必要。

金属との反応

還元したマグネタイト、Ｍｇを
ＣＯ２と接触させた後、水素
と反応させて固体炭素を得
る。

基礎研究

・自然エネルギー等を用いて水素を製造時に
　意味を持つ可能性があるが、自然エネル
ギー
　直接利用との有効性比較が必要。

メタンを利用
金属酸化物上でCO2とCH4
を反応させて固体Ｃと水にす
る。

基礎研究
～実証研究

・変換にエネルギー投入が必要なため、化石
　資源から取り出せるエネルギー量が減少す
　るという問題がある。
・CO2の削減が必要であるが、CO2自体で
　の隔離ができない場合に意味を持つ可能
性
　がある。

化石燃料からの炭
素分離埋め戻し

化石資源をＣとH2に分解し、
水素をエネルギーとして使
用、炭素は隔離する。
（Steinbergの提案）

基礎研究

・変換にエネルギー投入が必要なため、化石
　資源から取り出せるエネルギー量が減少す
　るという問題がある。
・CO2の削減が必要であるがCO2自体で
　の隔離ができない場合や低品位排ガスから
　水素を取得したい場合などに意味を持つ可
　能性がある。

炭酸塩固定
Ｃａ塩、Mg塩、珪酸、
アルミン酸塩

・アルカリ土類金属を利用し
てＣＯ２を炭酸塩として固定
する技術
・岩石の風化プロセスの人
為的促進技術

基礎研究 ○

・発熱反応であるため、反応に際してのエネ
ル
　ギー投入が不要。炭酸カルシウムでの埋め
　戻しも含めるとポテンシャルは大きいと考え
　られ、今後更なる検討を続けるべき技術で
　ある。

超臨界CO2利用に
よる有用品製造

超臨界状態のＣＯ２の反応
性を利用して炭酸ｼﾞメチル合
成、ウレタン合成、ポリカー
ボネートなどの合成を行な
う。

基礎研究 ・省エネ技術として位置づけられるべきもの。

直接水素化によるメ
タノール、DME等合
成や高分子合成

・CO2と水素を触媒反応によ
りメタノール、DMEを合成す
る
・CO2と他のモノマー体との
共重合等によりポリカーボ
ネートなどの高分子を得る

基礎研究

・エネルギー変換技術として位置づけられる
　べきもの。
・バイオマス等のガス化プロセス等での基礎
　技術として重要となる可能性がある。

電気化学的還元
金属を陰極とする還元、高
温電気化学的還元

研究中断

・エネルギー変換技術として位置づけられる
　べきもの
・自然エネルギー由来の電力使用時に意味
　を持つ可能性がある。自然エネルギーの直
　接利用との有効性比較が必要。

光化学的還元
半導体光触媒による光化学
的固定、錯体による還元

基礎研究

・大幅に変換効率を高めるブレークスルー
　技術が必要。
・太陽電池や自然エネルギーの直接利用と
　有効性比較が必要。

光合成藻類、光合成
細菌類のバイオリア
クターによる有用物
質生産

高濃度ＣＯ２排ガスを生物の
光合成機能を利用して有用
物質に変換する。

基礎研究

・大幅に変換効率を高めるブレークスルー
　技術が必要。
・太陽電池や自然エネルギーの直接利用と
　有効性比較が必要。

非光合成細菌のバ
イオリアクターによる
有用物質生産

ＣＯ２を資化する微生物を探
索・育種して高濃度ＣＯ２排
ガスから有用物質を生産す
る。

基礎研究

・現状はＣＯ２を効率的に還元する代謝系の
　科学的理解の段階。
・変換のためには水素等の一次エネルギー
　が必要であり、その直接利用とも有効性比
　較が必要。

大規模発
生源から
のCO2排
出削減

技術分類

技術の概要

変換・有効
利用

化学品
への変
換

生物的変
換

化学的変
換

カーボンへの分解

タスクフォースでの
有識者からのコメント

小分類技術名

　　　　総合評価
◎削減ポテンシャル・コ
スト両面から有効な技術
群で導入に向けた取り
組みが進められるべきも
の
○削減ポテンシャル・コ
スト両面から可能性が
あり、更なる検討が進め
られるべきもの

開発段階
（基礎研究、
実証研究、研
究中断、実用
化中）



ＣＯ２固定化・有効利用分野（技術マップ③）
技術の概要および評価（３）

大分類 中分類

アミン法

ＣＯ２を選択的に溶解できる
アルカリ性溶液との化学反応
によるガス吸収法（アルカリ
性溶液としてアミン等）を使
用。

実証研究
～実用化中

固体（リチウムシリ
ケート、酸化亜鉛）

ＣＯ２を選択的に吸収できる
固体との化学反応による吸
収法。高温下で使用可能。

基礎研究

物理吸収法
高圧下でＣＯ２を大量に溶解
できる液体に接触吸収させる
方法。

実証研究
～実用化中

高分子膜
基礎研究
～実証研究

セラミック膜 基礎研究

ＰＳＡ法、ＴＳＡ法、
ＰＴＳＡ法

ガスを吸着剤と接触させてＣ
Ｏ２を吸着させて、圧力差や
温度差を利用して脱着させる
分離方法。吸着剤（ゼオライ
ト、活性炭、アルミナ等）。

実証研究
～実用化中

液化分離、蒸留分
離

ガスを圧縮冷却後、蒸留操作
により相分離でCO2を分離す
る技術

実証研究
～実用化中

技術分類

技術の概要

関連技術 分離・回収

多孔質膜の気体分離膜にガ
スを通し、孔径によるふるい
効果や拡散速度の違いによ
り選択的に分離する方法。圧
力を持つガス分離に有効。

膜分離

化学吸収

深冷分離

物理吸着

小分類技術名

物理吸収

・現段階では回収～隔離プロセスコスト
　の相当分を回収コストが占めているた
　め、大幅なコスト削減が必要。
・燃焼プロセスや排ガスの性状に応じて
　分離方法が選択される必要がある。
・化学吸収法では、CO2の再生ﾌﾟﾛｾｽで
　のエネルギー消費が著しいため、低エ
　ネルギー化や効率的な熱利用が重要。
・膜分離法はガス化プラント等の圧力を
　有するガス分離に適用すれば大幅な
　コストダウンが期待。
・また、酸素燃焼法などの燃焼ガス化シ
　ステムとも比較がなされる必要がある。

タスクフォースでの
有識者からのコメント

　　　　　総合評価
◎削減ポテンシャル・コスト
両面から有効な技術群で
導入に向けた取り組みが
進められるべきもの
○削減ポテンシャル・コスト
両面から可能性があり、更
なる検討が進められるべき
もの

◎

開発段階
（基礎研究、
実証研究、研
究中断、実用
化中）



技術の概要および評価（４）

大分類 中分類

森林管理

個別樹種、森林の成長量計測
技術の開発
森林火災防止技術(適正間伐、
遠隔監視)の開発

実証研究
～実用化中

単位面積当たりの二
酸化炭素固定量増大

優良樹選抜クローニング技術
の開発、土壌改良技術。
光合成能力抑制遺伝子群の解
明およびその解除形質転換体
の取得、形質転換植物の環境
に対する安全性評価、フィール
ドでの森林形成実証試験

非遺伝子組換
え

実証研究～実
用化中

遺伝子組換え
基礎研究

乾燥地等への植生拡
大技術

集水・灌漑技術
遺伝子組み替え体を使用しな
い品種改良、環境耐性遺伝子
群の解明およびその形質転換
体の取得、形質転換植物の環
境に対する安全性評価、フィー
ルドでの森林形成実証試験

非遺伝子組換
え

実証研究～実
用化中

遺伝子組換え
基礎研究

産業利用による植生
拡大

油脂、ワックス分、ゴム、食料
等の産業的有用物質の増産に
向けた改良

基礎研究

バイオマスの革新的変換技術：
バイオマス（セルロース系）の効
率的糖化技術、リグニンの高効
率変換技術

基礎研究

バイオマスの革新的利用技術：
バイオマスから種々のエネル
ギー製品（アルコール、水素）
や有用物質製品群を作り出す
ための変換技術開発とｼｽﾃﾑの
構築

基礎研究
～実証研究

大型海藻の育成・利
用

コンブのような浅海で固い岩盤
で生育する海草を固着、生育さ
せる

基礎研究

・流れ藻等の海底への沈降による固定量は
　科学的理解の途上にあり、今後も継続的な
　研究が必要。
・大型海藻を栽培・回収し、エネルギー源、肥
　料、飼料等として利用する方法は、新たな
　バイオマス利用技術として魅力的なオプショ
　ンになる可能性もある。今後コスト・ポテンシ
　ャルを含めた実現可能性の検証と他の自然
　エネルギー利用と有効性の比較が必要。

植物プランクトン、海
藻等の培養設備生産

培養池による培養生産 基礎研究

・大量のCO2削減のためには膨大な面積が必
　要。生産性向上に関して大幅なブレークスル
　ーが必要。
・他の自然エネルギー利用法と有効性を比較
　する必要がある。

動物によ
る吸収

サンゴ礁・貝による固
定

サンゴの育成基材を海底に設
置し、サンゴを育成することで、
サンゴ礁生態系による炭素ス
トック拡大をはかる
貝類の養殖によりCO2吸収を
はかる。

基礎研究

・サンゴあるいは貝類がCO2の吸収源か放出
　源か議論があり、対象とする時間スケールや
　調査対象の視点によって異なった結論が導
　かれている。

バイオマスの革新的
利用による植生拡大

◎

・吸収源としての森林の拡大は削減ポテンシ
　ャル、コストの両面から実現性のある方法
　である。
・吸収量を確保するためには海外展開が必
　要。
・植林可能な面積は限りがあるため植林可能
　面積の拡大技術、単位面積当たりの固定量
　増大技術、産業利用技術との結合が重要。
・遺伝子組換え法を用いる場合には、社会
　的受容のための影響評価体系の確立が課
　題。

・潜在的な固定化ポテンシャルは相当大きい
　と考えられるが、海底への固定量および
　海洋生態系への影響についてはまだ不明
　な点が多い。
・鉄散布は世界的に検討がなされてきたが、
　固定量が比較的小さい、深海生物系への
　影響危惧などの指摘がある。
・他の技術は科学的理解の途上にあり、さら
　に深い検討が必要である。
・人工湧昇流や海洋深層水法は、深層の二
　酸化炭素の表層移動にともなう放散等も
　考慮にいれて検討する必要がある。

大気中
の二酸
化炭素
濃度の
削減

吸収・固定

大規模植
林による
地上隔離

開発段階
（基礎研究、実
証研究、研究
中断、実用化

中）

基礎研究

生物によ
る吸収・
固定

海洋・水
生植物に
よる吸収

植物プランクトンの増
殖・沈降固定

鉄、アンモニア等の栄養塩を海
洋に散布、または海洋構造物
やポンプによって海洋深層水を
表層へ移行させることにより、
植物プランクトンを増殖、海底
に沈降させて隔離する

小分類技術名

　　　　　総合評価
◎削減ポテンシャル・コ
スト両面から有効な技術
群で導入に向けた取り組
みが進められるべきもの
○削減ポテンシャル・コ
スト両面から可能性があ
り、更なる検討が進めら
れるべきもの

タスクフォースでの
有識者からのコメント

技術分類

技術の概要

ＣＯ２固定化・有効利用分野（技術マップ④）



現在 2010 2015 2020～

■分離・回収

化学吸収法

膜分離法

物理吸着法等

■地中貯留

帯水層貯留

炭層固定

■海洋隔離

溶解希釈
（移動式）
等

■大規模植林

単位面積あたり
の二酸化炭素
固定量増大

乾燥地等への
植生拡大

産業利用の
拡大

バイオマスの
革新的利用

■その他新技術

※コスト算定・評価については、今後検討が必要。

項目

全般

本格貯留開始

基礎
技術の
確立
圧入
試験
（１万ﾄﾝ
規模）

実適用先の拡大
コストダウン

CO2固定化・有効利用に資する新技術の探索

世界的に地中
貯留が本格化

IGCC
商用機

貯留拡大

海洋隔離技術
の実適用

CO2の海洋拡散・生物影響の科学的理解

拡散シミュレーション実験によるﾏｯﾁﾝｸﾞ

生物影響モデルと実験によるﾏｯﾁﾝｸﾞ

影響評価・安全性評価手法開発

国際的・社会的
合意の獲得

ＬＮＧプラント適用

分離～貯留
ﾌﾟﾛｾｽの実証

地中挙動シミュレーション
　とマッチング

CO2地中挙動の
科学的理解

影響評価・安全性評価
　手法の開発

国内貯留層賦存量調査
　と評価

基礎技術の
確立

排出権取引価格相当
での回収・貯留実現

分離コストの大幅削減
100万t/年規模で1000円/t-CO2台に

トータルシステム
の実証・評価

化学プラント適用

コストダウン
・未利用排熱利用
・低再生エネルギー
　吸収液開発

適
用
範
囲
の
拡
大
検
討

高選択性膜開発
コストダウン
大規模化

更なるコストダウン

更なる適用範囲の拡大

新方式基礎研究／適用検討

モデル海域での実証

　　品種改良：土壌改良技術の
　　　　開発とフィールド立証

　　形質転換体の開発

実適用検討

実適用検討フィールド立証

　　集水・灌漑、品種改良と
　　　　フィールド立証

　　環境耐性向上植物の創生

実適用検討

フィールド立証 実適用検討

　　植物の有用物質生産能の向上
　　油脂、ワックス分、ゴム、食料

フィールド立証・実適用検討

　　セルロース、リグニンの
　　革新的変換の開発

実適用検討

　　革新的有用物質生産技術開発 　　実適用検討とシステム構築

ＣＯ２固定化・有効利用分野（ロードマップ）



脱フロン対策分野（導入シナリオ）

フロン回収破壊法

（想定）排出削減量の更なる上積み

（想定）高GWP議定書ガスへの規制強化

（想定）高GWP物質の規制物質への追加

国
内
外
の
規
制
動
向

技
術
動
向
と
国
の
研
究
開
発

関
連
施
策
・市
場
の
動
き

2000 2010 2020

モントリオール
議定書／

ｵｿﾞﾝ層保護法

発泡剤用HCFC-142b全廃

冷媒新規充填用HCFC-22全廃 冷媒補充用HCFC-22全廃

（予定）カーエアコン用冷媒へのGWP値規制、マグネシウム製造用カバーガスとしてのSF6の使用禁止
一部の発泡剤へのHFCの使用禁止、業冷機器用冷媒の登録、漏洩検出システムの設置 など

欧州Ｆ-ガス規制

地球温暖化対策推進大綱 京都議定書目標達成計画
→ 対策強化による大幅削減 →

基準年比+2% 基準年比+0.1%（追加対策を含めた見通し）

発泡剤用HCFC-141b全廃

冷媒、発泡剤として使用されている
HFCの使用量（原単位）削減に係る技術

冷媒、発泡剤として使用されている
HFCの漏洩防止、回収・破壊に係る技術

化学物質に対する
規制の強化

（想定）VOCに係る規制、REACH制度の拡大など
化学物質に対する規制の強化

新たな物質／
技術の開発要請

Ｃ
Ｆ
Ｃ
の

全

廃

噴射剤へのCFCからHFCや可燃ガスへの
代替化に係る技術

省噴射剤技術や低GWPであ
るHFCの採用

HFCや可燃性ガス以外の噴射剤や噴射機構の採用に係る技術

電気絶縁ガスの排出抑制、回収・破壊に係る技術

SF6以外の電気絶縁ガス／技術の採用に係る技術

マグネシウムカバーガスへのSF6から低GWPガスへの転換

SF6フリーMg技術開発(’04～06)

冷媒、発泡剤のHCFCからHFC
への代替化に係る技術

電子部品洗浄剤のCFCからHFC等への代替化に係る技術
電子部品洗浄剤、半導体・液晶製造用ガスの使用量削減および低GWPガスの採用

H
F
C

使
用
製
品
の
上
市

“ﾉﾝ
ﾌ
ﾛ
ﾝ”

製
品
の
上
市

H
C
F
C

使
用
製
品
の
上
市

短い
製品期間

短い
製品期間

一
部
の
製
品
で
、
各
種

化
学
物
質
規
制
に
対
応

し
た
製
品
の
上
市

C
F
C

使
用
製
品
の
上
市

オゾン層破壊係数や地球温暖化係数以外の項目についても検討
が必要となるため、ある程度の期間の確保が必要

CFCからHCFC等への
代替化に係る技術

1995

2020年までにHCFC全廃

ｸﾞﾘｰﾝ
購入法

脱CFC機器の設備
導入支援制度

新規冷媒等研究開発（’94～’01)

電子ﾃﾞﾊﾞｲｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞﾌﾟﾛｾｽｼｽﾃﾑの研究開発（’98～’02)

代替物質合成技術開発（’02～’06)
超臨界CO2断熱発泡剤先導
開発（’03～05)

SF6フリーマグネシウム鋳造技術

冷媒、発泡剤として低GWPであるHFC等を使用する、もし
くはHFC等を使用しない技術

ノンフロン型冷凍空調システム開発（’05～’09)

塩素系化合物代
替物質開発（’96～’97)

2012年第１約束期間終了



脱フロン対策分野（技術マップ）

2020201920182017201620152014201320122011201020092008200720062005 2020201920182017201620152014201320122011201020092008200720062005

推計の考え方削減ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ 推計の考え方削減ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ

低GWP発泡剤等への転換が進むことで、
１年間に市場に上市される断熱材に含ま
れるフロン類のGWP換算での削減量

24百万GWPt
低GWP発泡剤等への転換が進むことで、
１年間に市場に上市される断熱材に含ま
れるフロン類のGWP換算での削減量

24百万GWPt

使用済みとなった断熱材の10%からフロン
類が回収されたと仮定した場合の排出削
減量

1百万GWPt
使用済みとなった断熱材の10%からフロン
類が回収されたと仮定した場合の排出削
減量

1百万GWPt

断
熱
材
用
発
泡
剤
用
途

現状の断熱性能を維持しHFC発泡剤の使用原単位を削減する技術
発泡剤へのHFCの使用
に関する技術

発泡剤への炭化水素などの使用に関する技術 VOC規制等を考慮した新規な発泡剤もしくは発泡技術に係る技術

発泡剤フロン類の破壊処理と樹脂のサーマルリサイクルを同時に行うような技術

噴
射
剤

用

途

噴射剤へのHFCの使
用に関する技術

エアゾール製品全体に使用可能な新規な噴射剤の開
発

低GWP噴射剤等への転換が進むことで、１年間に
市場に上市されるダストブロワー製品に含まれるフ
ロン類のGWP換算での削減量

3百万GWPt
低GWP噴射剤等への転換が進むことで、１年間に
市場に上市されるダストブロワー製品に含まれるフ
ロン類のGWP換算での削減量

3百万GWPt

半
導
体
・
液
晶
製
造
用
途

省エネフロン代替物質合成技術開発

（液晶製造）クリーニングガスへのF
2
の適用に関する主に安全性確保に係る技術やF2ガス及び高性能ガスの実用化に係る技術

排出等の削減ポテンシャルの推計は難し
い

一方で、我が国の基幹技術の一つである
半導体・液晶の製造に係る技術について、
その環境対応については、積極的に取り
組んでいく

-

排出等の削減ポテンシャルの推計は難し
い

一方で、我が国の基幹技術の一つである
半導体・液晶の製造に係る技術について、
その環境対応については、積極的に取り
組んでいく

-

性能改善及び低GWP冷媒等への転換が
進むことで、１年間に市場に上市される業
冷機器に含まれるフロン類のGWP換算で
の削減量

27百万GWPt

性能改善及び低GWP冷媒等への転換が
進むことで、１年間に市場に上市される業
冷機器に含まれるフロン類のGWP換算で
の削減量

27百万GWPt

現状の第一種特定製品からのフロン類の回収率で
ある30%程度が、本装置により80%まで向上すると
仮定した場合の排出削減量

7百万GWPt
現状の第一種特定製品からのフロン類の回収率で
ある30%程度が、本装置により80%まで向上すると
仮定した場合の排出削減量

7百万GWPt

低GWP冷媒等への転換が進むことで、１年
間に市場に上市される飲料用自販機に含
まれるフロン類のGWP換算での削減量

0.3百万GWPt
低GWP冷媒等への転換が進むことで、１年
間に市場に上市される飲料用自販機に含
まれるフロン類のGWP換算での削減量

0.3百万GWPt

低GWP冷媒等への転換が進むことで、１年間に市
場に上市されるカーエアコンに含まれるフロン類の
GWP換算での削減量

9百万GWPt
低GWP冷媒等への転換が進むことで、１年間に市
場に上市されるカーエアコンに含まれるフロン類の
GWP換算での削減量

9百万GWPt

R-290等の採用機器の拡大やHFC等の冷媒に依存しない冷却・加熱技術

冷
媒
用
途

ノンフロン型省エネ冷凍空調・給湯システム開発

自動車用、業務用、
家庭用冷凍空調・給
湯システムに関する
技術

実用運転モードで10%以上の
性能改善を達成した製品の
開発

低GWPで安全性に優れ、地球温暖化影響の低い（CO
2
排出量の少ない、効率が良い）冷凍空調システムに係る技術

30分程度の時間で負圧まで回収可能な回収装置の開発

飲料用自販機用冷媒へ
のR-290等の使用に関
する技術

HFC-152aやCO
2
などの低GWPの冷媒に係る技術

カーエアコン冷媒への
HFCの使用に関する技
術

VOC規制等を考慮した新規な冷媒に係る技術
家庭用冷蔵庫用冷媒へ
のR-600aの使用に関す
る技術

低GWP冷媒等への転換が進むことで、１年
間に市場に上市される家庭用冷蔵庫に含
まれるフロン類のGWP換算での削減量

0.5百万GWPt
低GWP冷媒等への転換が進むことで、１年
間に市場に上市される家庭用冷蔵庫に含
まれるフロン類のGWP換算での削減量

0.5百万GWPt

SF
6
フリー高機能発現Mg合金組織制御技術

開発

電
気
絶
縁

ガ
ス
用
途

絶縁ガスとしてのSF
6
の使用削減に係る技術

低GWP電気絶縁ガス等への転換が進むことで、１
年間に市場に上市される電気絶縁装置に含まれる
フロン類のGWP換算での削減量

11百万GWPt
低GWP電気絶縁ガス等への転換が進むことで、１
年間に市場に上市される電気絶縁装置に含まれる
フロン類のGWP換算での削減量

11百万GWPt

マ
グ
ネ
シ
ウ
ム
製
造

用
カ
バ
ー
ガ
ス
用
途

カバーガスとしてのSF
6
の使用量を削減する技術

カバーガスを使用しない技術（生産プロセスの変革）

代替カバーガスの検討（既に検討されているF系ガスを除く）

カバーガスを必要としない製品の開発

省エネフロン代替物質合
成技術開発

推計したマグネシウム溶解量に必要となる
カバーガスとしてのSF

6
を使用しないと仮定

した場合の年間の排出削減量
10百万GWPt

推計したマグネシウム溶解量に必要となる
カバーガスとしてのSF

6
を使用しないと仮定

した場合の年間の排出削減量
10百万GWPt

発泡剤の回収・破壊等に関する社会システムおよびインフラの整備

※重要技術は青色付け



脱フロン対策分野（ロードマップ①）

2020201920182017201620152014201320122011201020092008200720062005 2020201920182017201620152014201320122011201020092008200720062005

ノンフロン型省エネ冷凍空調システム開発

低G
W
P

で
安
全
性
に
優
れ
、
地
球
温
暖
化
影
響
の
低
い
（CO

2
排
出
量
の
少
な
い
、
効
率
が
良
い
）
冷
凍
空
調

シ
ス
テ
ム
に
係
る
技
術

（上市）

従
来
型
冷
凍
空
調
シ
ス
テ
ム
の
応
用

新
た
な
考
え
に
基
づ
く
冷
凍
空

調
シ
ス
テ
ム
の
検
討

家庭発電用燃料電池などの廃熱等を活用し
た新たな複合熱利用空調システムの検討

家庭用空調システム

店舗、オフィスビル用冷凍空調給湯
システム、地域内空調システム

分散型電源や各種ビル設備用動力源などの
廃熱等を活用した新たな複合熱利用空調シ
ステムの検討

電源や動力源の廃
熱等を活用した空
調システムの具体
的設計と試作モデ
ルの作成

試作モデルを使用
したモデル事業の
展開と製品化検討

（実用化システム
の設置・稼働開
始）

運輸部門、民生業務部門などでの、実用運
転モードで10%以上の性能改善を達成した
製品の開発

CO
2
やアンモニア、空気、窒素、ＨＣ等の冷媒としての使用に関

係する既存技術の改良技術

デシカント、エアーサイクルやスターリングサイクルなど新規な冷
凍サイクルに関係する技術

防燃、保安など使用上の安全対策技術

空調廃熱や各種廃熱を利用した新たな熱利用冷凍空調システムの検討

ノンフロンで低GWPな冷媒の物性値等の基礎的情報の確立やそれらの冷
媒を用いた冷凍サイクルの評価手法の検討

製品化検

討

フィールドテストの実施

V
O
C

規
制
等
を
考
慮
し
た
新
規
な
発
泡
剤
も
し
く
は
発
泡
技
術
に
係
る

技
術

現状の断熱性能を維持しHFC発泡剤の使用原単位を削減する技術

原液に対する相溶性・発泡性に優れる物質の検討

非オゾン層破壊、低温室効果、VOC規制対応、
REACH規制対応等を踏まえた高い環境性能
の確保

物質製造時の省エネ、省資源性の確保

発泡剤への炭化水素や超臨界又は亜臨界炭酸ガスの使用に関する技術

水発泡技術の用途拡大

製品評価（断熱性、
寸法安定性、施工
性の評価）

環境・安全性評価 フィールドテストの実施
製品化検

討

発
泡
剤
・
発
泡
技
術
の
検
討

HFC発泡剤への水や炭化水素類等のブレンド比率の向上に係る検討

原液・原料の改良や製造プロセルの変革によるフォーム中セルの微細化等に係る検討

ノンフロン型発泡技術

HC等の混合ガスの検討や、混合ガスを活用した発泡技術、発泡プロセスに関する技術
非オゾン層破壊、低温室効果、VOC規制対応、REACH規制対応等を踏まえた混合ガスの選定
や、混合ガスを活用した発泡技術、発泡プロセスに関する技術の検討

絶
縁
ガ
ス
と
し
て
のS

F

6

の
使
用
削
減
に
係
る
技

術

N
2
、CO

2
等のSF

6
とのブレンドに関する技術、及び、真空、乾燥空気等を利用したSF

6
使用量削減技術等など

各種の耐漏洩に資する信頼性の高い部品等の検討

製品化検討

冷媒の回収・破壊処理した後に生じるF分含有物質のF原料化に関する技術の検討
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加
工
用
ビ
レ
ッ
ト
堅

型
半
連
続
鋳
造
技
術

SF6フリー高機能発現Mg合
金組織制御技術開発

（設備更新を迎えるラインで
同技術を採用するライン

に順次導入）

マグネシウム燃焼抑制に使用されるＣａ等の添加剤は強度低下をもたらすが、凝固時の界
面制御により強度回復が見込まれる。加工用マグネシウムビレット製造装置にて凝固界面
の超音波制御を行う事で、ＳＦ

６
フリービレット製造技術を完成させる。これにより自動車等

の強度部材での軽量化が達成され省エネルギー効果を確保できる。

カ
バ
ー
ガ
ス
を
使
用
し
な
い
技
術
お
よ
び
カ
バ
ー
ガ
ス
と
し
て
のS

F

6
を
使
用
し
な
い
技
術

鋳
造
方
式

カバーガスとしてのSF
6
の使用量を削減する技術

溶解炉からの放出抑制に関する技術

ボンベから溶解炉までの配管からの漏洩防止に関する技術

ＳＦ
6
の回収・リユースに関する技術

カバーガスを使用しない技術（生産プロセスの変革）

真空溶融に関する技術

不活性ガス溶解鋳造技術、低温溶解技術、半溶融溶解鋳造技術、設備開発

ガス流量精密計量装置の開発

M
g

溶
解
量
に
対
す
るS

F

6
使
用
量
が
全
体
と

し
て
0.

6kg/
t-
M
g

程
度
な
技
術
の
体
系

（順次、各社ラインに導入）

カバーガスを必要としない製品の開発

代替カバーガスの検討（既に検討されているF系ガスを除く）

既存設備にレトロフィット可能なカバーガスの検討

新規な設備を必要とするカバーガスの検討

既存の配管やガス供給施設が使用可能

新たなガスの導入に伴う付帯設備（防爆設備や恒温装置、ボンベ暖房装置など）の導入が最小

ガスの購入に要する費用がSF
6
より安価

各ガスについて
フィールドテストの実

施

（順次、各社ラ
インに導入）

既存の建家が使用可能

新たなガスの導入に伴う付帯設備（防爆設備や恒温装置、流量計測器、ボンベ暖房装置など）の
導入が最小

ガスの購入などランニングコストがSF
6
使用時より安価

各ガスについてテストプラントの立ち
上げとフィールドテストの実施

製品品質を確保しつつ、難燃性に優れた物質を添加する技術

鋳造方法以外で、製品品質を確保しつつ、カバーガスを必要としない製品製造に係る技術
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m
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ガスの購入などランニングコストがSF
6
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各ガスについてテストプラントの立ち
上げとフィールドテストの実施

製品品質を確保しつつ、難燃性に優れた物質を添加する技術

鋳造方法以外で、製品品質を確保しつつ、カバーガスを必要としない製品製造に係る技術
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6
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m
g(

03
実
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省エネフロン代替物質合成
技術開発

（
液
晶
製
造
）ク
リ
ー
ニ
ン
グ
ガ
ス
へ
のF

2
の
適
用
に

関
す
る
主
に
安
全
性
確
保
に
係
る
技
術
やF

2
ガ
ス

及
び
高
性
能
ガ
ス
の
実
用
化
に
係
る
技
術

○SF
6
に代替するガスを利用した電

子デバイス製造クリーニングシス
テムの研究開発
○省エネフロン代替物質合成技術
開発
○半導体CVDクリーニング用代替
ガスCOF

2
適用に関する検討調査

（液晶製造）クリーニングガスへのF
2
の適用に関する主に安全性確保に係る技術

噴射剤としてのHFC-152aの使用量の削減に係る技術（HFC-
152aとDMEの混合に係る技術）

エアゾール製品全体に使用可能な新規な噴射剤の開発

以下の要件を満たすこと（すべての要件を同時に満たすことは難しい）
○ オゾン層を破壊せず、温室効果も低いかもしくはないこと
○ 不燃性（あるいは低燃焼性：狭燃焼範囲、高最小着火エネルギー）であること
○ 蒸気圧で、25℃下でOMpa、0.1～0.2Mpa、0.4MPa、35℃下で0.8MPa（高圧ガス保安法の適用外であることが望まれる）程度の条件を満たすグレードがそろえられること
○ 溶解性で、低極性（KB値10～程度）であること
○ 腐食性について、金属共存下の安定性がHFC-134a程度であること、また、潤滑油共存下における安定性がHFC-134a、CFC-12、HCFC-22程度であること
○ 親水性及び、又は、親油性を持つこと
○ 毒性がないこと
○ 経済性に優れること
○ 無味無臭であること
○ 加水分解、酸、アルカリ等に対して安定であること（エアゾール缶内で容易に分解しないこと）
○ 液化ガスであること

エ
ア
ゾ
ー
ル
製
品
全
体

に
使
用
可
能
な
新
規

な
噴
射
剤
の
開
発

（液晶製造）F
2
ガス及び高性能ガスの実用化に係る技術
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